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～ドローンによる産業革命：課題と展望～







































































































グローバル公共財ですが，これは 1999 年に国連開発計画（United Nations Development Program）










































































































































2015 年 4 月にドローンが首相官邸に落ちまして，すぐに国土交通省が 9月に航空法を改正し，同










ております（改正航空法 132 条）。第 1に，空港付近でドローンを飛ばしてはならない。第 2に，1
㎢当たり 4,000 人が住んでいるような人口集中地区にドローンを飛ばしてはならない。京都市は，大














制対象になりません（航空法施行規則 5条の 2）。200g 以上のものが規制対象です。特に会場の入り
口のところにあります現物を見ていただければわかるのですが，航空局長による「無人航空機の飛行
に関する許可・承認の審査要領（平成 27 年 11 月 17 日制定，国空航第 684 号，国空機第 923 号）」
によって，鋭利な突起物のない構造になっています。位置や進行方向がわかるようにライトが点灯す
るようになっています。また，操縦者は，飛行させるドローンを 10 時間以上飛行させた経歴がなけ







今後の法整備の計画ですが，2015 年 11 月 5日に安倍首相が，早ければ 3年以内にドローンを使っ
た荷物の配送を可能にすると発言しています。2015 年 11 月の 3年後ですから 2018 年，あと 2年後
にはドローンによる宅配便を実施させるということです。そうなると，官庁は何をするかというと，
首相が言ったのだから間に合わせないとだめだということで，まずは 2015 年 12 月に「小型無人機
にかかわる環境整備に向けた官民協議会」を開き，これからどのような法整備をするのかということ













































去年の規則案では最低年齢が 17 歳だったのですが，16 歳に引き下げました。アメリカは，大体，自
動車でも免許証の取得最低年齢は 16 歳になっています。ドローンの登録は，13 歳以上です。娯楽や




































































































































































































































































































































































































このドローンはちなみに 25 万円です。このドローンは 25 万円なんですけれども，半年前，この
ドローンと同じ機能がついたドローンって幾らしたと思われますか。100 万円やと思われる方，300
































ル（FAZAR R）」は，価格が 1231 万円ですが，1度に 32ℓ（16ℓタンク× 2個）の農薬散布ができ
るという大型農業用無人ヘリです。日本では，2014 年 3 月に航空機製造事業法施行令が，規制対象










































































この法律を犯しています。あと 150 メートル以上，これも犯しています。彼は 300 メートルまで上































































































































































































































Legal regulation and technological development 
as Global Public Goods: Perspectives 









This article is a lecture text of an anniversary symposium that was held to commemorate foundation 
of Kyoto Sangyo University, Research Center for Global Public Goods in July 2nd 2016 at Kyoto 
Sangyo University Musubi-Waza-Kan. In this symposium, we gave global perspectives in the process 
of new industrial revolution that a drone drives from each speakers’ technical points of view.
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